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１． 系統用蓄電池事業における課題

～構築・運用の実際から～
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全国24/365の
監視・駆けつけ体制で
アベイラビリティ向上

4

系統用蓄電所(高圧) 計 約40MW/180MWh
運用中
11システム 約20MW/90MWh

開発中(2026年度運開予定)
10システム 約20MW/90MWｈ

系統用蓄電所(特高) 計 約40MW/160MWh
開発中(2028年度運開予定)
2システム

太陽光発電所併設蓄電池
運用中
2システム

➢ 2023年度より全国9電力エリア23ヶ所で各種ベンダー製品を組み合わせた自社系統用蓄電所(計340MWh)を展開中

➢ 太陽光発電所 併設用蓄電池2システムについて、FIP制度に基づく運転を開始(2026年2月)

福岡・若松 埼玉・三芳 石川・津幡

福岡・門司北海道・函館 香川・観音寺

併設蓄電池による電力の
タイムシフトイメージ

埼玉・鶴ヶ島

←出力抑制時
に充電

NTTアノードエナジーにおける自社蓄電所の構築・運用状況
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F臼杵および臼杵Ⅱ太陽光発電所全景

併設蓄電池

FIP転換にあたり、
既存の太陽光発電用PCS
および併設する蓄電池用
PCSの改造を不要とする
監視計測制御システム
を開発し、本施設に実装

＜特許出願済み＞

運開済 系統用蓄電所

太陽光発電所 併設蓄電池のFIP制度に基づく運転を開始(2026年2月)

ESOC(24/365監視)

計 23システム

青森・三沢
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5系統用蓄電池事業における課題

系統接続待ちの問題

エリアの系統規模を上回る接続検討
申込、本来再エネと共存すべき蓄電
リソースが系統接続フェーズで競合

大容量化・重量・騒音への対応
火災事故対策

再エネ拡大にエッセンシャルなファシリ
ティである一方、地域との共生は事業
者が果たすべき重要なテーマ

需給調整市場偏重の収益モデル
制度と予見性担保のバランス

出力抑制回避、小売調整力、ローカル
フレキシビリティ、環境価値のタイムシ
フトなど蓄電池ポテンシャルの最大化、
マルチユースの追求が求められる

系統連系時の影響

一次調整力としての急峻な応動によ
り、配電網レベルでの問題が顕在化
しつつある

中国製蓄電池の競争力

中国製定置型蓄電池セルの生産量は
世界全体の設置量の2倍以上に相当

サイバーセキュリティ対策

外部攻撃を前提としたシステム化、20
年間運用するリモート・オンサイトでの
運用ポリシー

➢ カーボンニュートラル、エネルギー政策に必要な蓄電池であるが、需給調整市場開設から3年目を迎え、いくつかの課題
が顕在化
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6系統用蓄電池事業における課題

系統接続待ちの問題
大容量化・重量・騒音への対応

火災事故対策
需給調整市場偏重の収益モデル
制度と予見性担保のバランス

系統連系時の影響 中国製蓄電池の競争力 サイバーセキュリティ対策

➢ 各課題に対しては、事業者からのヒアリング等も経て、順次対策が整備されてきている

一事業者あたりの接続検討数
の上限設定

事業用地に係る使用権原の提出要件化
（系統に影響のない既設設備を除く）

ウェルカムゾーンマップの公表

系統接続に係る手続期限の設定
新規系統連系システムに対する

JC-STAR取得要件
ERABセキュリティガイドライン改訂

「Liイオン蓄電池の貯蔵及び取扱いに係
る運用について」全部改正（消防危2024.7）

順次対応策は整理・整備
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7当社蓄電所におけるフリッカ事案

➢ 一次調整力参入予定の高圧蓄電所において、工事試験時に近隣需要家からのフリッカ事象の申告あり

✓ 一般送配電事業者より、試験の即時中止と再発しないことを実機等使用し検証・証明するよう要請を受ける

✓ PCS出力電力変化速度の変更により対応、但し当初の運開時期から大幅な遅れが発生（事業機会の逸失）

➢ 太陽光PCS逆潮流時にも発生した問題 → 「系統連系技術要件ガイドライン」にて規定

➢ 同一配電系統に複数の蓄電池が設置されると新たな系統対策とその負担問題、運用制約も顕在化する恐れ

対策の例

SVR、STATCOM等の追加設置、系統増強
系統側
の対策

インピーダンスの低い他（上位）系統からの受電

無効電力補償装置（SVC）等の追加設置

負荷側
の対策

PCS側出力変化速度の変更

アクティブフィルタの追加設置、直列リアクトル
の挿入（間接対策）

蓄電所のギザギザの
出力変動が局所系統
でのフリッカの要因に。

出力を丸める(応動
速度を下げる)こと

で対応。

今回の対応
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8蓄電池事業者として準備すべき内容

➢ 一次調整力のような急峻な応動を伴うことで系統側への影響は大きくなりつつあり、工事・試験の終盤で課題が顕在化
すると運開遅延や収益機会逸失に直結する

➢ 系統用蓄電池は、接続できれば終わりではなく、どの市場で、どう動かすかにより、系統への影響が変わる設備

➢ 事業者は、開発初期から以下を整理しておく必要がある

準備すべき内容

卸市場、需給調整市場（どの商品か）、出力制御回避等、何に使う蓄電池かを整理用途・運用モードの明確化

応動速度、出力変化率、力率、無効電力制御、周波数検出ロジック等を確認制御条件の事前確認

接続検討後、運用モードを踏まえ電圧品質、SVR影響、近隣需要家影響、試験方法等を確認一送との早期協議

PCS設定変更余地、力率・無効電力制御、追加対策時の費用・工程・責任分界を整理EPC・ベンダー仕様への反映

試験条件、測定方法、一送の立会要請、中止・再開条件、近隣申告時の対応フローを確認総合試験前の認識合わせ

運開遅延、追加対策、運用制約、収益機会逸失を技術課題ではなく事業リスクとして管理事業リスクとしての管理
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9系統連系時に見る各者から見える景色

➢ 早期運開に向けては、一送を中心に事業者・EPC・ベンダーがそれぞれの責任を果たし緊密に連携する必要がある

（接続検討後の早い段階から、運用条件・制御条件・試験条件を擦り合わせ）

各者が責任を果たし緊密に連携

応動速度／力率・無効電力制御／
SVR影響／試験条件／追加対策
／運用制約

✓ 一送と試験条件を事前に認識合
わせし、計画に反映

✓ 一送との協議や工程調整に時間
がかかることを考慮

✓ PCS・EMSの設定調整
（運転力率、出力変化速度等）

✓ フリッカ抑制と市場要件の両立
✓ 各一送で要求事項が異なるた

め、パッシブな対応になりがち

蓄電池事業者

✓ 接続検討後に、一次調整力での
運用を前提に一送と協議

✓ 運開遅延は収益機会の逸失
✓ バックインピーダンス等、系統情

報を可能な限り事前に把握した
い

✓ 系統条件を踏まえ、フリッカ回避
に必要な受入条件について協議

✓ 大量の接続申請対応、稼働逼迫
✓ 系統対策に必要な物品調達期間

が想定以上に長期化

一般送配電事業者

EPCベンダー

地域との
調和・共生

早期運開必要な社会資本

系統制約
の解消

一方で、
事業者が確保した用地に接続申請を経て
大量に接続されていく中、蓄電池は真に
グリッドに貢献できているのだろうか。
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10求められる系統安定化機能

➢ 火力の退出、VRE※１の大量導入など、同期発電機の減少に伴い系統の安定性維持に必要な慣性力や同期化力、無効
電力など電圧調整能力が不足する可能性

➢ 一送が課題を抱える特定箇所の潮流制約・混雑緩和等に十分貢献できているのだろうか

➢ 海外では、GFMインバーターを用いた慣性力の提供や短絡容量を市場や公募により調達する仕組みが始まっている
（英国のStability Pathfinder等）

➢ 今後は、潮流制約や電圧維持に課題を抱える特定箇所へ貢献する機能（グリッドサポート）が必要

➢ これには、グリッドコードの整備※2、加えてグリッドサポート機能への対価・インセンティブ設計についても同時に整備
していく必要があると思料

系統に貢献する安定化
機能の必要性

（グリッドサポート）

今後更に慣性力、同期化力、
無効電力、短絡容量等

が不足する恐れ

事業者目線での
蓄電所立地、大量申込、
フリッカ等の事案も発現

グリッドサポート機能
への対価・インセンティブ

設計も必要

再エネの主力電源化に向けて、“系統との調和”、“地域との共生”は重要なテーマ

※1 VRE（Variable Renewable Energy）：変動性再生可能エネルギー
※2 広域機関のグリッドコード検討会において、疑似慣性機能の要件化が議論される予定
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11系統用蓄電池事業における課題

系統接続待ちの問題
大容量化・重量・騒音への対応

火災事故対策
需給調整市場偏重の収益モデル
制度と予見性担保のバランス

系統連系時の影響 中国製蓄電池の競争力 サイバーセキュリティ対策

➢ 各課題に対しては、事業者からのヒアリング等も経て、順次対策が整備されてきている

一事業者あたりの接続検討数
の上限設定

事業用地に係る使用権原の提出要件化
（系統に影響のない既設設備を除く）

ウェルカムゾーンマップの公表

系統接続に係る手続期限の設定
新規系統連系システムに対する

JC-STAR取得要件
ERABセキュリティガイドライン改訂

「Liイオン蓄電池の貯蔵及び取扱いに係
る運用について」全部改正（消防危2024.7）

順次対応策は整理・整備
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12系統用蓄電所におけるサイバーセキュリティ対策の実際

➢ JC-STAR、ERAB Ver3.0など、業界をあげてサイバーセキュリティ対策を進めているところ

ERAB ５年半ぶりの改定：制御システムへの接続が「物理GW接続」から「クラウド接続」への世界観の変化に合わせて対策強化

➢ 事前対策×事後対策×機器認証を組合せた防御が必要（ERAB Ver3.0 主要勧告をカバー）

➢ 対策の実際は、機器選定・系統連系要件のクリアに偏重、２０年間運用する対策は誰のためか

➢ 蓄電池事業者、EPC、ベンダーそれぞれが、ERAB Ver3.0とJC-STARを共通リファレンスとして、サイバーセキュリ
ティ対策を進めていく必要がある

現場のセキュリティ対策実装責任
・蓄電池事業者とのセキュリティ要件のすり合わせ
・セキュリティ要件を満たす物理設計・構築（ハードウェア）と論理設計・設定（ソフトウェア）
・蓄電所とアグリゲーター／ベンダー・O＆M事業者間のネットワーク接続設計・実装、
脅威検知/遮断機能の具備

発注者責任とセキュリティマネジメント責任
（セキュリティインシデントの対外責任は最終的にはオーナーに帰属）
・ERAB Ver3.0は、発注仕様書にセキュリティ要件を明文化し、インシデント発生時の
体制構築等、各事業者が経営者の責任の下でセキュリティマネジメントPDCAを回す
ことを【勧告】事項に

・JC-STAR★1 取得品の指定

サイバー攻撃のリスク

✓ 市場取引機会の逸失
✓ 市場ペナルティの受諾
✓ 蓄電池システムの故障・劣化
✓ 性悪説に立てば、意図しない制御

による火災等の重大事故を
引き起こす恐れ

蓄電池事業者

EPC

製品への機能実装と継続的サポート責任
・ERAB Ver3.0の【勧告】【推奨】事項を実現可能な機能の実装
・セキュリティパッチ提供等、蓄電池のライフタイムに合わせた継続的なサポート

ベンダー社会に受容されない
資産となる恐れ
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〈参考〉蓄電所事業者（オーナー）、EPC、サプライヤーが留意すべき内容（１/2)

具体的内容主な強化テーマ

・RA⇔ERAB制御対象機器間で
直接通信する構成を追加

・コントローラー要素を明確化

ERAB構成・インターフェース
拡張

・不正アクセス・不正操作・機能停止・
異常動作 が明記

想定すべき脅威の拡大

・ERAB制御対象機器・GW等に
JC-STAR★1 以上 を要求
・将来 ★2以上 へ引上げ予定

機器セキュリティ水準の引上げ
【勧告】

・認証、通信メッセージの暗号化に加え、
ホワイトリスト等による通信先制限／

不要
ポートの物理的・論理的閉塞 を追加

全IF共通の対策強化【勧告】

事業者に対しセキュリティマネジメントの
運用・管理体制ならびにインシデント発
生時の対応体制の構築を勧告レベルへ
格上げ

監視・対応体制の強化
【勧告】

Ver3.0への改定で強化された主なテーマ これまでの主な構成（物理GW接続）

現在の主な構成（クラウド接続）

GW

セキュリティ視点での責任分界点

蓄電所事業者（オーナー） ← → アグリゲーター

LTE回線等

ルータ

セキュリティ視点での責任分界点

蓄電所事業者（オーナー） ← → アグリゲーター

インターネット

蓄電所オーナーと
EPCが連携して
セキュリティ対策

➢ 蓄電所の制御システムへの接続が「物理GW接続」から、「クラウド・Web-API接続」への変化にあわせ蓄電所とインター
ネットのインタフェース対策を強化

出典：ERA（エネルギーリソースアグリゲーション事業協会 ）資料「系統用蓄電池の可能性と課題」（ 2024.7.4）を基に作成

13
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➢ 系統用蓄電池のサイバーセキュリティを対策のためには、蓄電所事業者（オーナー）・EPC・ベンダーがそれぞれの責任
を果たし、蓄電所に実装・マネジメントしていく必要がある

共通リファレンス

・JC-STAR（セキュリティ要件適合
評価及びラベリング制度）

・ERABに関するサイバーセキュリ
ティガイドライン3.0

EPC
蓄電所へのセキュリティ

対策実装責任

・蓄電所オーナーとのセキュリティ
要件のすり合わせ（共通リファレ

ンスに基づくセキュリティ提案）

・セキュリティ要件を満たす物理
設計・構築（ハードウェア）と 論理
設計・設定（ソフトウェア）

ベンダー
製品への機能実装と
継続的サポート責任

・JC-STAR制度適合装置の提供

・ERABに関するセキュリティガイド
ライン【勧告】【推奨】事項を実現
可能な機能の具備

・セキュリティパッチ提供等、系統用
蓄電池のライフタイムに合わせた
継続的なセキュリティサポート

蓄電所事業者
（オーナー）

発注者責任
セキュリティマネジメント責任

・JC-STAR★1取得品の指定（
PCS/EMS/SC/BMS/GW）

・ 発注仕様書にセキュリティ要件（
ホワイトリス ト型通信制御、
不要ポート閉塞等）を明文化

・O＆M事業者含めたインシデント
発生時の対応体制の構築

アグリゲーター

アグリゲーターシステムの
セキュリティマネジメント責任

・蓄電所（蓄電所オーナー側）との
責任分界点の明確化

・インシデント発生時に迅速に対
応できるようO＆M事業者含め
た体制確立

経産省・資源エネルギー庁

IPA（情報処理推進機構）

・実効性の高いセキュリティ対策
が系統用蓄電所に実装されるよ
う、制度・ガイドラインを運用・更
新。各ステークホルダーに展開

〈参考〉蓄電所事業者（オーナー）、EPC、ベンダーが留意すべき内容(2/2)

系統用蓄電所へのセキュリティ対策

ルータ

インターネット

蓄電所オーナーと
EPCが連携して
セキュリティ対策

vUTM
(統合脅威管理）

脅威検知システム
（不正通信検知）

インターネット

蓄電池ベンダー等
サーバー

相互認証・
通信暗号化

ホワイトリストでの
通信制限・
不要ポート閉塞
（プロトコル制限）

通信セッション制御

自動通知・
遠隔通信停止

確かなIoTを、もっと手軽に。docomo business SIGN ｜NTTドコモビジネス
docomo business RINK®｜NTTドコモビジネス 法人のお客さま

※モバイル回線：docomo business SIGN 光回線：docomo business RINK®

※

14
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16GHGプロトコルの改定議論

改定案
※GHGプロトコル Scope2パブリックコンサルテーション（10/20）

現状

証書発生（発電）と同時間の需要に使用することが必要（１時間毎）年間で合わせれば良い同時同量
（証書と需要の時間に関する条件）

電力会社のエリア毎に設定（10エリア）日本全国を１つのエリアとして設定供給可能性
（供給可能なエリアに関する条件）

SSS（公的な支援・制度に基づく再エネ等）に該当する場合は、各エリア
の平均までし主張できない

概念自体が存在しない標準供給サービス(SSS)
（対象サービスに関する条件）

【レガシー条項】
改定案では、「同時同量」と「供給可能性」について、以下の2案が提案されている
• 改定以前の長期契約は適用除外とする案
• 全ての要件の発効日をそろえるべきとする案

＜GHGプロトコル Scope2（マーケット基準） 主な改定案＞

➢ GHG排出量算定基準に対し、「同時同量」「供給可能性」「標準供給サービス」という従来の算定方法を大きく変える改

定案が議論中、有価証券報告書等でのサステナビリティ情報開示の基準となる重要な論点

➢ 実行可能性を向上させるため「レガシー条項」の提案もなされている

➢ 「同時同量」の論点は、非化石証書の利用に大きな制約が加わるが、一方でGHGプロトコルでは、蓄電池の活用（タイム

シフト）を推進する内容
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17再エネ価値のタイムシフト

➢ 狭あいな国土にVREを大量導入していく日本で、発電所併設や需要地での蓄電池活用のみでHourly Matchingを
実現していくのは容易ではない

➢ 現行ルールでは未整備である系統用蓄電池による再エネ価値を認められたい

(１)託送により充電した再エネの非化石価値を蓄電池内に移転することを認める

(2)出力制御時に予め紐づけした先の系統用蓄電池へ充電を行う場合は、再エネ発電所を出力制御の対象外とする
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18遠隔地における余剰発電量連動充電の実証例 （２０２２．５～）

仮想的な出力制御の設定
出力制御時間帯：点線の幅
出力制御率：点線の高さ

緑斜線部
＝出力制御対象
＝仮想的な余剰発電量

発電量

時刻

発
電
量[

k
W

h
]

田川蓄電所

系統用蓄電池等導入支援事業
(令和３年 資源エネルギー庁)

A

➢ NTTアノードエナジー、九州電力、三菱商事の3社で、電力網を介して、再エネの余剰発電量を系統用蓄電所に充電する
ことを想定し、各種のデータを取得

➢ 遠隔地同時同量による出力制御回避による需給バランスへの影響を評価

✓ アルゴリズムに基づく15日間の連動充電実証運転において誤差率は4.4%

✓ 発電量(1分値)取得に数分のタイムラグがあることを考慮すると、連動充電の精度は平均5%程度が目安

×電力網

実証イメージ

充
電
量

時刻

発
電
量

時刻

発
電
量

時刻

発
電
量

時刻

A

A

A
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19Hourly Matchingの実証例 （2026.2発表）

【実証イメージ】
再エネには非FIT太陽光発電とバイオマス発電を活用

【実証期間における月次マッチング結果】

バイオマス発電の定期点検に
より発電が停止した期間

➢ NTTアノードエナジー、JERA Cross、NTTドコモの3社で、通信ビルへの24/7カーボンフリー電力供給に向け
Hourly Matchingの実証を実施（バイオマス発電の活用は国内初）

➢ 100%達成には、発電所の定期点検やトラブル等による発電停止に備えバックアップとなる再エネ電源の確保が必要

→ 今年度、系統用蓄電所を組み込んだタイムシフトを含む実証を予定
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20系統用蓄電池の意義とポテンシャル最大化に向けて

系統用蓄電池が今後、再エネの大量導入を支え、カーボンニュートラルの実現を支えるキーデバイスとなるために

①一送が課題を抱える系統箇所を起点に立地を協議し、潮流制約・系統対策へ貢献できる制度整備
（グリッドサポートに関する議論の深化）

②再エネ余剰電力のタイムシフトに関する制度上の課題整理
（系統用蓄電池への再エネ価値の移転、系統用蓄電池を活用した出力制御回避）

特別高圧 高圧・低圧

広域での調整力・周波数維持への貢献広域での調整力・周波数維持への貢献 潮流制約・電圧維持への貢献潮流制約・電圧維持への貢献

【ユースケース】

エリア需給全体への貢献 発電余剰時の上げDR
（出力制御回避）

電力小売ボラティリティ
リスク回避

調整用電源として
相対取引

Hourly Matching 
主にメガソーラーの

昼間発電を遠隔充電し
夜間へタイムシフト

需給調整市場への偏重から、kWhのマルチユースを増やし、
蓄電池のスケール化で経済合理性を向上

（上位系統、100MW以上クラス）

【ユースケース】

ローカルフレキシビリティ 配電系統の混雑緩和
（潮流制約・電圧の調整）

再エネ導入や電力需要の偏りが進むエリアに対し、
TSOの要望を踏まえてピンポイントに配置※

※蓄電池のSOC管理をシンプルにするためには、
低圧群制御ではなく、高圧蓄電所（2MW）を適正配置が望ましいか

＜蓄電池規模によるユースケース、蓄電池のポテンシャル活用の検討例＞

＜当社事例＞

田川蓄電所
で実証

＜当社事例＞

ドコモでんきで
試験提供予定

＜当社事例＞

田川蓄電所
で実証予定

＜当社事例＞

嬬恋蓄電所
で計画中
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21まとめ ～系統用蓄電池ビジネスの現状と今後の展望～

一般送配電事業者の期待 系統用蓄電池のポテンシャル

✓ 余剰量連動充電

✓ Hourly Matching
✓ 再エネ価値移転の制度整備

✓ アグリゲーターの運用能力
✓ 信頼できる設備構築・保守
✓ サイバーセキュリティ確保
✓ 20年に及ぶもの

✓ グリッドコード等明確化

✓ 需給バランス調整（周波数維持）

✓ 再エネ出力制御の回避

✓ 送配電網の混雑緩和

✓ ローカルフレキシビリティ

✓ 災害時等のレジリエンス強化

マルチユース／価値の重畳

容量市場収入

需給調整市場収入

アービトラージ収入
（⇔小売調整力）

環境価値タイムシフト

出力制御回避

ローカルフレキシビリティ
レジリエンスリソース

地域との調和・共生
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22

大阪府出身

＜経歴＞

１９９３年 株式会社ＮＴＴファシリティーズ 入社

２００７年 同 経営企画部 総合企画部門 担当課長

２０１２年 西日本電信電話株式会社 ネットワーク部 通信エネルギー担当部長

２０１５年 日本電信電話株式会社 技術企画部門 抜本業務改革PT 担当部長

２０１７年 株式会社エネット 経営企画部長 ～ 取締役 需給本部長

（一般社団法人 日本卸電力取引所 理事）

（経済産業省 電力・ガス基本政策小委員会 制度検討作業部会 オブザーバー）

（広域的運営推進機関 容量市場の在り方等に関する検討会 委員）

（電力・ガス取引監視等委員会 制度設計専門会合 オブザーバー）

２０２３年 ＮＴＴアノードエナジー株式会社 執行役員 グリーンソリューション本部 副本部長

株式会社浜松新電力 代表取締役

川崎未来エナジー株式会社 代表取締役

２０２４年～ 現職

竹廣 尚之

ご清聴ありがとうございました。

執行役員
エネルギー流通ビジネス本部長

Copyright © NTT Anode Energy Corporation All rights reserved.
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NTTアノードエナジー株式会社
(英文名：NTT Anode Energy Corporation)

会社名

⚫ グリーン発電事業
⚫ アグリゲーション事業
⚫ 電力小売事業
⚫ エンジニアリングソリューション事業

事業内容

東京都港区芝浦3丁目4番1号所在地

2019年6月3日設立年月日

株式会社 エネット(2000)
株式会社 NTTスマイルエナジー(2011)
株式会社 グリーンパワーインベストメント(2004)

主な
グループ
会社

79.2億円(2026年4月1日現在)資本金

NTT株式会社 100%株主構成

24名（設立時）

2,700名（2026年4月1日現在）
社員数

全国47都道府県拠点

24NTTアノードエナジーグループ 概要

再エネ発電所数

蓄電池設備規模

監視電力設備数

再エネ発電量

販売電力量

電気主任技術者数

約320ヶ所

約5GWh

約20万装置

約28億kWh

約88億kWh

約1,850人

2026年4月時点の第1種・第2種・第3種の累計主に通信用電力・空調設備

2024年4月～2025年3月販売実績家庭用蓄電池(10kWh)約40万世帯相当

新電力 シェアNo.2(約6%)

2026年3月末時点2026年3月末時点

➢ NTTグループにおけるスマートエネルギー事業の立ち上げを目的に2019年に設立

➢ 創り(グリーン発電)、蓄え・調整し(アグリゲーション)、届ける(電力小売、環境価値提供)までを一気通貫で提供
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➢ 再エネ併設・系統用・需要併設の各蓄電リソースを需給安定化による再エネ導入の促進、電気料金の最適化に向けた
調整力として活用、エネルギー流通プラットフォームのデータ分析基盤を駆使しサービス展開を志向

➢ 自社で蓄積したノウハウをもとに、他社向けに「蓄電所構築・運用おまかせサービス」も展開

アグリゲーションの全体像

需要予測発電量予測 市場価格予測 蓄電池運用最適化

①再エネ併設蓄電池 ②系統用蓄電池 ③需要併設蓄電池

データセンター

需要家蓄電池

充電

放電(DR)

住居ドコモ基地局

NTT局舎

充電

需給調整市場
容量市場

卸電力市場

需給調整市場
容量市場

卸電力市場

自社蓄電池

他社蓄電池

再エネ発電所(FIP) 自社蓄電池

出力抑制時の
電力を充電

需給調整市場
容量市場

卸電力市場

需給調整市場
容量市場

卸電力市場

売電 売電

他社蓄電池

EV

再エネの余剰・不足時に充放電し
出力抑制に対応

各市場の余剰・不足時に充放電し
調整力を供給

エンジニアリング力(構築、監視・保守)を活かしたサービス拡大エンジニアリング力(構築、監視・保守)を活かしたサービス拡大

再
エ
ネ
中
心
の
電
力
供
給
の
実
現

小売電気事業者の電源の余剰・不足時に充放電し
電気料金を最適化

電力小売の付加価値サービス化電力小売の付加価値サービス化

データ分析基盤 AC基盤

エネルギー流通プラットフォーム

25
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全国24/365の
監視・駆けつけ体制で
アベイラビリティ向上

26

系統用蓄電所(高圧) 計 約40MW/180MWh
運用中
11システム 約20MW/90MWh

開発中(2026年度運開予定)
10システム 約20MW/90MWｈ

系統用蓄電所(特高) 計 約40MW/160MWh
開発中(2028年度運開予定)
2システム

太陽光発電所併設蓄電池
運用中
2システム

➢ 2023年度より全国9電力エリア23ヶ所で各種ベンダー製品を組み合わせた自社系統用蓄電所(計340MWh)を展開中

➢ 太陽光発電所 併設用蓄電池2システムについて、FIP制度に基づく運転を開始(2026年2月)

福岡・若松 埼玉・三芳 石川・津幡

福岡・門司北海道・函館 香川・観音寺

併設蓄電池による電力の
タイムシフトイメージ

埼玉・鶴ヶ島

←出力抑制時
に充電

系統用蓄電所の構築・運用状況

士別市

苫小牧市

函館市

三沢市
能代市

那須塩原市

和光市

三芳町

鶴ヶ島市

嬬恋村※

島田市
松坂市

津幡町

能美市

米原市

海南市
高松市

観音寺市

庄原市

三次市

田川郡
臼杵市
(2sys)

北九州市
(若松)

北九州市
(門司)

F臼杵および臼杵Ⅱ太陽光発電所全景

併設蓄電池

FIP転換にあたり、
既存の太陽光発電用PCS
および併設する蓄電池用
PCSの改造を不要とする
監視計測制御システム
を開発し、本施設に実装

＜特許出願済み＞

運開済 系統用蓄電所

太陽光発電所 併設蓄電池のFIP制度に基づく運転を開始(2026年2月)

ESOC(24/365監視)

計 23システム

青森・三沢
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27

気象データ 電力需給・市場取引データ 需要施設データ再エネ発電データ

全国約126,000ヶ所の
太陽光発電実績データ

全国約190ヶ所の
観測所の気温・日射量、
日照時間などの気象データ

全国9エリア30分単位の
・市場取引実績データ
・需給見通しデータ
・需給実績データ

エネット・ドコモでんき
の電力使用量データ
(30分単位)

エネルギー流通プラットフォーム

エネルギー流通プラットフォーム

➢ NTT研究所の技術を活用したAIにより、精度の高いデータ分析基盤を開発

➢ 運用者の知見・ノウハウにより常にエンジンをアップデート

➢ AIと人の運用を組み合わせ、機械学習では困難な突然の市況変化にも迅速に対応

AI(機械学習・数理最適化)
を使ったデータ分析基盤を

蓄電所運用データ・ノウハウにより高度化

データ分析基盤

予測エンジン 最適化エンジン 最適化コンソール

太陽光
発電量予測

需要予測 市場予測
蓄電池運用
最適化

運用者による
意思入れ

蓄電池による
調整力

太陽光発電量予測

他社に比べ、予測誤差25％向上

需要予測

従来に比べ、予測誤差40％改善

蓄電池運用最適化

(卸電力市場)
市販サービスに比べ、予測誤差13％向上

各市場

電力市場取引IF

蓄電池充放電制御
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28「蓄電所構築・運用おまかせサービス」の展開

➢ 自社蓄電所の構築・保守・運用で得られた知見・ノウハウをもとに、他社の蓄電所を構築から保守・運用までワンストップ
でお引き受けする「蓄電所構築・運用おまかせサービス」を2025年6月より提供開始

➢ これまでにEku Energy様、エクシオグループ様の案件他を受託・提案中

安全性・可用性の高い
システム構築

収益最大化を追求した運用
＜エネルギー流通プラットフォーム＞

構築

全国監視・保守体制
(24×365)

運用を考慮した保全計画

保守 運用

一気通貫の「蓄電所構築・運用おまかせサービス」
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